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 政府による自殺対策の現状 

























 　具体的には，2012年 2月 6日の参議院予算委員会による脇雅史議員の質問1）を契機として，内閣
府と内閣官房の位置づけについて議論がなされてきた。 

































2）厚生労働省 2016「障害保健福祉関係主管課長会議資料」（2016年 3月 8日）http://www.mhlw.go.jp/file/06-
Seisakujouhou-12200000-Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu/0000114716.pdf（last accessed 3/3/2018）
3）内閣府政策統括官（共生社会政策担当）「自殺対策基本法の一部を改正する法律の公布について（通知）」府政共



























6）厚生労働省 HPより抜粋（2018年 3月 3日現在）。
7  ）厚生労働省大臣官房参事官（自殺対策担当）・厚生労働省社会・援護局地域福祉課長「生活困窮者自立支援制度





























 　2016年 3月まで存在していた自殺予防総合対策センターは，2006年 10月 1日に国立精神・神経
センター（当時）精神保健研究所に設置された。これは自殺対策基本法の施行前で，自殺対策基本



























9  ）樋口輝彦 2014「巻頭言」，自殺予防総合対策センター「科学的根拠に基づく自殺予防総合対策推進コンソーシアム











































































2016年 4月 1日からの採用に対して資料送付締切が 2016年 3月 3日必着となっている。国立精神・神経医療研究セ
ンター精神保健研究所 2016「自殺総合対策推進センター（仮称）センター長の公募について」（国立精神・神経医療
研究センター精神保健所 HP掲載）http://www.ncnp.go.jp/recruit/detail.html?no＝ 153（last accessed 3/3/2018）
14）厚生労働省 2009「地域自殺予防情報センター運営事業（新規）」平成 21年度 自殺対策ネットワーク協議会配布資
































15）厚生労働省社会・援護局長 2016「地域自殺対策推進センター運営事業の実施について」社援発 0510第 4号（2016
年 5月 10日付）http://www.city.fukuoka.lg.jp/data/open/cnt/3/46115/1/09160510kyokutyoutuuti.pdf（last accessed 
3/3/2018）
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いても 2015年 5月 21日に同じ要望が提案されることが記されている。なお，自殺対策全国民間ネッ





























17）NPO法人ライフリンク「日本自殺総合対策学会 Japanese Society of Comprehensive Suicide Prevention Policy-






























 　なお，この時期，日本財団は，NPO法人ライフリンクを協働パートナーとして，2016年 9月 14








20）参議院「第 189回国会参議院厚生労働委員会会議録第 16号」（2015年 6月 2日）なお，この科学研究費補助金の
研究は，「学際的・国際的アプローチによる自殺総合対策の新たな政策展開に関する研究」（平成 26～ 28年度 厚
生労働科学研究補助金 研究代表者：本橋豊）のことである。










12月 5日から 2017年 4月 26日まで全 6回にわたって「新たな自殺総合対策の在り方に関する検





























































27）本橋豊「自殺率 3割減に向けて～自殺大綱 5年ぶり見直し～」フォーリン・プレスセンター会見（2017年 8月 22日）
http://fpcj.jp/wp/wp-content/uploads/2017/08/a85477cd6cf940a4cd0739a5de721b57.pdf（last accessed 3/3/2018）



















































































 ※ なお，本研究は科研費（若手研究 B，課題番号：16K17061）および 2017年度南山大学パッヘ研
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 Policy of Suicide Prevention in Japan 
 Karin MORIYAMA 
 要　　旨 
 　2006年に自殺対策基本法，2007年に自殺総合対策大綱が成立してから約 10年，1998年から 2011
年まで 14年連続で年間 3万人を超えていた自殺者数は，2万人台前半にまで減少してきた。この間，
国・地方自治体においても自殺対策が進められてきたが，2016年 3月 30日には自殺対策基本法が改
正され，2017年 7月 25日には政府の自殺対策の指針である自殺総合対策大綱が改正され，新たな自
殺対策が展開されることとなった。本稿では，自殺対策基本法および自殺総合対策大綱の改正の経緯
を明らかにするとともに，改正を通して自殺対策の計画策定が義務付けられた地域における自殺対策
の現状について検討したい。 
